重　要　事　項　説　明　書
１　事業の目的及び運営の方針
　（１）事業の目的

社会福祉法人愛媛県視覚障害者福祉会（以下、「本会」という。）が開設する指
定居宅介護支援事業所第二権現荘（以下、「事業所」という。）が行う居宅介護支
援事業の適正な運営を確保するために人員および管理運営に関する事項を定め、
事業所の介護支援専門員が、要介護状態又は要支援状態にある高齢者に対し、適
正な居宅介護支援を提供することを目的とする。

　（２）運営方針

　　　①　居宅介護支援事業は、その利用者が要介護状態等となった場合においてもその

利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活

を営むことができるように配慮するとともに、利用者の心身の状況、その置かれ

ている環境に応じて、利用者の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉

サービスが、多様な事業者から、総合的且つ効果的に提供されるよう配慮して行

うものとする。

2 事業所の介護支援専門員は、居宅介護支援の提供に当たってはその利用者の意
思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用者に提供される居宅サー
ビス等が特定の種類又は特定の居宅サービス事業者に不当に偏することのないよ
う、公正中立に行うものとする。

3 事業所の職員は、事業の運営に当たっては、市町村、地域包括支援センター、

　他の居宅介護支援事業者、介護保険施設等との連携に努めるものとする。
２　職員の職種、人数、及び職務内容

	職　種　名
	人　　員
	職　　務　　内　　容

	
	常　勤
	非常勤
	

	管理者

（兼　務）
	１

（１）
	
	本会理事長の命を受け、事業所の統括管理
を行う。

（居宅介護支援の提供にあたる。）

	介護支援専門員
	１
	
	居宅介護支援の提供にあたる。

	計
	２
（１）
	
	



３　営業日及び営業時間

（１）営 業 日　　月曜日から金曜日までとする。但し、国民の祝日、１２月２９日から
　　　　　　　　　１月３日までを除く。

（２）営業時間　　午前８時３０分から午後５時３０分までとする。但し、電話等により

　　　　　　　　　２４時間常時連絡が可能な体制とする。

４　ケアサービスの提供方法、内容

（１）利用者の相談は、事業所内及び利用者宅その他必要と認められる場所にて行う。

（２）課題分析は、居宅サービス計画ガイドラインとする。
（３）サービス担当者会議は、事業所内、その他必要と認められる場所において開催する

ものとする。
（４）当事業所のケアプランの訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与
　　の利用割合は別紙のとおりである。

５　利用料及びその他の費用
（１）居宅介護支援を提供した場合の利用料の額は、厚生労働大臣が定める基準によるも
のとし、当該居宅介護支援が法定代理受領サービスに該当する場合は、無料とする。

（２）通常の事業の実施区域を越えて行う居宅介護支援に要した交通費は、その実費を徴
収する。なお、自動車を使用した場合の交通費は、次の額を徴収する。

1 通常の事業の実施地域を越えた地点から、１０キロメートル未満　　　　無料

2 通常の事業の実施地域を越えた地点から、１０キロメートル以上の場合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０キロメートルにつき　１００円

６　通常の事業の実施区域

　　　通常の事業の実施区域は、松山市全域とする。但し、旧北条市立岩地区、旧中島町
　　は除く。

７　事故発生時の対応
（１）事業所は、事業所業務の提供により事故が発生した場合には速やかに市町村、利用
　　者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じるものとする。
（２）事業所は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置を記録しなければならな
　　い。
（３）事業所は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供により賠償すべき事故が発生し
た場合には、損害賠償を速やかに行うものとする。
８　記録の整備
（１）事業所は、職員、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備しておくものとする。
（２）事業所は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供に関する次の各号に掲げる記録
　　を整備し、その完結の日から５年間保存しなければならない。
1 指定居宅サービス事業者等との連絡調整に関する記録
2 個々の利用者ごとに次に掲げる事項を編綴した居宅介護支援台帳
イ　居宅サービス計画
ロ　アセスメントの結果の記録
ハ　サービス担当者会議の記録
二　モニタリングの記録
3 市町村への通知に係る記録
4 苦情の内容等の記録
5 事故の状況及び事故に際して採った処置の記録
９　苦情相談窓口
（1） 事業所は、自ら提供した指定居宅介護支援又は自らが居宅サービス計画に位置付け

　　た指定居宅サービス等（以下、「指定居宅介護支援等」という。）に対する利用者及び
　　その家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するため、相談窓口の設置その他必要な措

　　置を講じるものとする。
（２）事業所は、前項の苦情を受け付けた場合は、当該苦情の内容等を記録するものとす
　　る。
（３）事業所は、自ら提供した指定居宅介護支援に関し、市町村が行う文書その他の物件
　　の提出若しくは提示の求め又は当該市町村が行う調査に協力するとともに、市町村か
　　ら指導又は助言に従って必要な改善を行うものとする。
（４）事業所は、市町村からの求めがあった場合には、前項の改善の内容を市町村に報告
　　するものとする。
（５）事業所は、自らが居宅サービス計画に位置付けた指定居宅サービスに対する苦情の
　　国民健康保険団体連合会への申立てに関して、利用者に対し必要な援助を行うものと
　　する。
（６）事業所は、指定居宅介護支援等に対する利用者からの苦情に関して国民健康保険団
　　体連合会が行う調査に協力するとともに、自ら提供した指定居宅介護支援に関して国
　　民健康保険団体連合会からの指導又は助言を受けた場合においては、当該指導又は助
　　言に従って必要な改善を行うものとする。
（７）事業所は、国民健康保険団体連合会からの求めがあった場合には、前項の改善の内
　　容を国民健康保険団体連合会に報告するものとする。
当事業所の相談窓口
◆受付担当者：宇都宮　理子（居宅介護支援事業所　管理者）
☎０８９－９７８－６６７０
◆第三者委員：石丸　允良（堀江地区元公民館長）
                  　　　　　　　　　　☎０８９－９７９－１０５６
　　　　　　　　池内　昭博（北条市土地改良区理事長代理）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　☎０８９－９９４－１２４６
行政機関その他苦情受付機関
◆松山市役所介護保険担当課　　　　　　　
住　　所　　〒790-8571　松山市二番町四丁目７－２
電話番号　　０８９－９４８－６９６８　　　　　　
受付時間　　８:３０～１７:１５（平日）
◆愛媛県国民健康保険団体連合会
　住　　所　　〒791-8550　松山市高岡町１０１－１
　　　電話番号　　０８９－９６８－８７００
　　　受付時間　　８:３０～１７:１５（平日）
  ◆愛媛県福祉サービス運営適正化委員会　　
住　　所　　〒790-8553　松山市持田町三丁目８－１５(愛媛県社会福祉協議会 内）
電話番号　　０８９－９９８－３４７７
　　　受付時間　　９:００～１２:００ , １３:００～１６:３０（平日）　　　　　　　　　　　　       　　　
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